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平成 30年７月 12日 

各      位 

会 社 名 株 式 会 社 タ カ シ ョ ー 

代表者名 代表取締役社長 高 岡  伸 夫 

 （コード番号：７５９０） 

問合せ先 執行役員経営管理副本部長 井上 淳 

 ＴＥＬ ０７３－４８２ －４１２８ 

 

第三者割当増資における発行株式数の確定に関するお知らせ 

 
 平成 30 年６月 18 日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当による新株式発行(以下、「本

件第三者割当増資」という。)に関し、割当先である大和証券株式会社より、発行予定株式数の全部につき

申込みを行う旨の通知がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 発 行 新 株 式 数  300,000 株 

   （発行予定株式数 300,000 株） 

２． 払 込 金 額  １株につき 446.16 円 

３． 払 込 金 額 の 総 額  133,848,000 円 

４． 

 

増 加 す る 資 本 金 及 び 

資 本 準 備 金 の 額 

 増 加 す る 資 本 金 の 額 66,924,000 円 

 増加する資本準備金の額 66,924,000 円 

５． 申 込 期 日  平成 30 年７月 17 日（火） 

６． 払 込 期 日  平成 30 年７月 18 日（水） 

 

＜ご参考＞ 

１．本件第三者割当増資は、平成 30 年６月 18 日開催の取締役会において、公募による新株式発行及び当社

株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）と同時に決議されたものであります。 

本件第三者割当増資の内容等につきましては、平成 30 年６月 18 日に公表いたしました「新株式発行及

び株式売出しに関するお知らせ」及び平成 30 年６月 26 日に公表いたしました「発行価格及び売出価格等

の決定に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

２．本件第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

（１） 現在の発行済株式総数 14,379,814 株 （平成 30 年７月 12 日現在） 

（２） 第三者割当増資による増加株式数 300,000 株  

（３） 第三者割当増資後の発行済株式総数 14,679,814 株  

 

３．今回調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額合計1,011,168,000円について、750,000,000

円を設備資金に、150,000,000円を投融資資金に、残額は平成31年１月末までに借入金の返済資金に充当す

る予定であります。 

設備資金及び投融資資金の内訳としては以下の通りです。 

設備資金について 

① 業務効率の向上を目的としたシステム関連投資として160百万円(平成31年１月期80百万円、平成32 
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年１月期80百万円) 

② 当社グループの株式会社ガーデンクリエイト関東におけるアルミ製主力商品の販売量増加に伴う生 

産能力向上を目的とする、日本国内での工場建設費用として235百万円(平成31年１月期120百万円、 

平成32年１月期115百万円) 

③ 上記②の工場に関する機械設備の購入費用として40百万円、また当社グループのガーデンクリエイ 

ト株式会社における工場での生産能力向上のための機械設備の購入費用として15百万円(平成31年 

１月期15百万円、平成32年１月期40百万円) 

④ 当社グループの江西高秀進出口貿易有限公司におけるガーデニングの主力商品の販売量増加に伴う 

生産能力向上を目的とする、中国での工場建設費用として210百万円(平成31年１月期210百万円) 

⑤ 上記④の工場に関する機械設備の購入費用として90百万円(平成31年１月期90百万円) 

投融資資金について 

① ドイツを中心にＥＵ圏における販売体制強化を目的として新規子会社の設立を行う、当社の連結子 

会社であるベジトラグ株式会社の増資資金として100百万円(平成31年１月期) 

② 経済成長が堅調であるインド市場に参入し販路を拡大することを目的として、新規子会社として設 

立予定のタカショーインディア有限会社の資本金として50百万円(平成31年１月期) 

 

なお、設備計画の内容については、平成30年６月18日に公表いたしました「新株式発行及び株式売出し

に関するお知らせ」をご参照ください。 

以 上 


